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連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　20社

主要な連結子会社の名称

　㈱西源

　瀬戸内メイプルファーム㈱

　マツサカ㈱

マツサカ㈱は、当連結会計年度において新たに設立したため連結の範囲に含めておりま

す。

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）

時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

ロ　たな卸資産

商品及び製品

小売部門　　　　　　　　売価還元法による低価法

ただし、生鮮品は最終仕入原価法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

小売部門以外　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）

仕掛品　　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）

原材料及び貯蔵品　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産　　　　　　定率法

　（リース資産を除く）　　　ただし、営業店舗以外の建物（建物附属設備を除く。）は

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　３～39年

工具器具備品　　２～20年

ロ　無形固定資産

（リース資産を除く）

ソフトウエア　　　　　　自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法

その他の無形固定資産　　定額法

ハ　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証額の取り決めがある場合は当該

残価保証額）とする定額法を採用しております。なお、リース取引開始日が平成20年

５月31日以前のリース取引については賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

(3) 重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

ロ　賞与引当金　　　　　　　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づく当

連結会計年度負担額を計上しております。

(4) 退職給付に係る負債の計上基準

一部の子会社の従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務の見込額に基づき計上しております。退職給付債務の計算については、簡便法を採用

しております。
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(5) その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお

ります。

(6) 表示方法の変更

　連結損益計算書の表示方法の変更

　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めておりました「受取補

償金」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。な

お、前連結会計年度の「その他」に含まれる「受取補償金」は９百万円であります。

　前連結会計年度において、区分掲記しておりました「営業外収益」の「助成金収入」

（当連結会計年度は14百万円）は、重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「そ

の他」に含めて表示しております。

　前連結会計年度において、区分掲記しておりました「営業外費用」の「賃貸費用」（当

連結会計年度は２百万円）は、重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その

他」に含めて表示しております。

（連結貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額 23,733百万円

２．当座借越契約

運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行10行と当座借越契約を締結しております。

当連結会計年度末における当座借越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

当座借越極度限度額 　　　 10,200百万円

借越実行残高 　　　　 800百万円

差引額 　　　 9,400百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

１．発行済株式の種類及び総数

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 14,460,600株 10,600株 －株 14,471,200株

（注）発行済株式の総数の増加は、平成25年９月６日取締役会決議及び平成26年４月24日取締

役会決議により発行した新株予約権のうち当連結会計年度中の新株予約権権利行使による

ものであります。

２．配当金支払額

平成29年８月23日開催の第31回定時株主総会において、次のように決議しております。

(ｲ) 配当金の総額 351百万円

(ﾛ) １株当たり配当額 25円

(ﾊ) 基準日 平成29年５月31日

(ﾆ) 効力発生日 平成29年８月24日

３．基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

平成30年８月22日開催予定の第32回定時株主総会において、次の議案を付議いたします。

(ｲ) 配当金の総額 352百万円

(ﾛ) １株当たり配当額 25円

(ﾊ) 配当の原資 利益剰余金

(ﾆ) 基準日 平成30年５月31日

(ﾎ) 効力発生日 平成30年８月23日

４．当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを

除く）の目的となる株式の数

普通株式　　　　　　　　　　　　　3,000株
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、余資の資金運用については流動性、安全性を重視した預金等で運用し、

また、資金調達については設備投資計画に照らして、必要な資金を銀行等金融機関からの借

入及びリースにより調達しております。なお、資金調達の効率化及び安定化を図るため、取

引銀行10行と当座借越契約を締結しております。

  投資有価証券は株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが定期的に時価を

把握しております。建設協力金、差入保証金は、主に店舗の賃貸借契約によるものであり信

用リスクに晒されておりますが取引先ごとの残高管理を行うとともに信用状況を把握する体

制を構築しております。借入金については、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達、長

期借入金は主に設備投資に係る資金調達であり、主に固定金利で調達することによりリスク

の低減を図っております。なお一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されてお

りますが、定期的に金利の動向を把握し、短期・長期、固定金利・変動金利のバランスを勘

案して対応することでリスクの軽減を図っております。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、月次に資金繰計画を作

成するなどの方法により管理するとともに、主要取引銀行と当座借越契約により充分な手許

流動性を確保しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

  平成30年５月31日（連結会計年度末）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものは、下表には含まれておりません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1)現金及び預金 6,384 6,384 －

(2)投資有価証券

その他有価証券 345 345 －

(3)建設協力金（※１） 1,877 2,114 236

(4)差入保証金 4,038 3,890 △148

資産計 12,646 12,735 88

(1)買掛金 10,700 10,700 －

(2)短期借入金（※２） 3,322 3,331 9

(3)長期借入金 6,412 6,395 △17

(4)リース債務（※３） 639 655 15

(5)未払法人税等 1,521 1,521 －

負債計 22,596 22,604 7

－ 5 －

連結注記表



（※１）建設協力金には、１年内回収予定の金額を含んでおります。

（※２）短期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

（※３）リース債務には、１年内返済予定の金額を含んでおります。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　　資産

　　(1) 現金及び預金

短期間に決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

　　(2) 投資有価証券

　　　　投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。

　　(3) 建設協力金、(4) 差入保証金

これらは回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する国債

の利回りを基礎とした合理的な割引率で割り引いた現在価値により算定しておりま

す。

　　負債

　　(1) 買掛金、(5) 未払法人税等

これらは短期間に決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

　　(2) 短期借入金、(3) 長期借入金、(4) リース債務

短期借入金及び長期借入金のうち固定金利によるもの及びリース債務は、元利金の

合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法

によっております。なお、短期借入金及び長期借入金のうち変動金利によるものは

短期間で市場を反映することから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるた

め、当該帳簿価額によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 5

これらについては、市場性等がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから「資産(2) 投資有価証券  その他有価証券」には含めておりません。

－ 6 －

連結注記表



（資産除去債務関係）

　１．当該資産除去債務の概要

店舗等の土地及び建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

　２．当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を建物の耐用年数である７年～39年と見積り、割引率は0.1％～2.2％を使

用して資産除去債務の金額を計算しております。

　３．当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

　　　　期首残高 1,802百万円

　　　　有形固定資産の取得に伴う増加額 257百万円

　　　　時の経過による調整額 28百万円

　　　　履行による減少額 △4百万円

　　　　期末残高 2,082百万円
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（企業結合等関係）

取得による企業結合（事業譲受）

１．事業譲受の概要

　(1) 譲渡企業の名称及びその事業の内容

　　　　譲渡企業の名称　㈱マツサカ

　　　　事業の内容　　　食品スーパー事業及び食品製造事業

　(2) 事業譲受を行った主な理由

　　　　岡山県倉敷市を中心に食品スーパーを展開する同社より８店舗を取得することによ

り、更なる収益基盤の確保及び強化を図るとともに事業の拡大と将来的な成長につな

げていくことを目的に事業譲受を行いました。

　(3) 事業譲受日

　　　　平成30年５月１日

　(4) 企業結合の法的形式

　　　　事業譲受

　(5) 事業取得企業の名称

　　　　マツサカ㈱(当社の連結子会社)を譲受会社としております。

　(6) 事業取得企業を決定するに至った経緯

　　　　マツサカ㈱(譲受会社)が現金を対価として㈱マツサカの店舗８店舗を譲り受けたた

めであります。

２．連結計算書類に含まれている譲受事業の業績の期間

　　　　平成30年５月１日～平成30年５月31日

３．譲受事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 440百万円

取得原価 440百万円

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

　　　　該当事項はありません。

５．発生した負ののれんの金額、発生原因

　(1) 発生した負ののれんの金額

　　　　60百万円

　(2) 発生原因

　　　　受け入れた資産及び引き受けた負債の純額が取得原価を上回ったため、その差額を負

ののれん発生益として処理しております。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額 2,373円93銭

２．１株当たり当期純利益 233円17銭
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（重要な後発事象）

（取得による企業結合）

　当社は、平成30年６月19日開催の取締役会において、㈱小田商店の全株式を取得し、子会

社化することを決議し、平成30年６月26日付で株式譲渡契約を締結いたしました。

１．企業結合の概要

　(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

　　　　被取得企業の名称　㈱小田商店

　　　　事業の内容　　　　各種食料品小売業

　(2) 企業結合を行った主な理由

　　　　㈱小田商店は、広島県、島根県に６店舗を展開しております。同社の価格・商品戦

略は当社が目指す路線と合致しており、両社の経営資源を活用し商品力や価格競争力

をさらに強化することを目的として、㈱小田商店の全株式を取得し子会社化すること

といたしました。

　(3) 企業結合日

　　　　平成30年９月１日（予定）

　(4) 企業結合の法的形式

　　　　株式取得

　(5) 結合後企業の名称

　　　　変更ありません。

　(6) 取得した議決権比率

　　　　100％

　(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

　　　　当社が現金を対価として株式を取得するものであります。

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 743百万円

取得原価 743百万円

３．主要な取得関連費用の内容及び金額

　　　　現時点では確定しておりません。

４．発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　　　　現時点では確定しておりません。

５．企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳

　　　　現時点では確定しておりません。
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（平成30年７月豪雨による影響について）

　当社及び当社グループは平成30年７月豪雨により、店舗等の一部損傷及び商品の破損等の

被害を受けております。被害を受けた資産の主なものは、建物、構築物、工具器具備品及び

商品であり、被害額については現在調査中であります。

　なお、当該災害による被害が翌連結会計年度の財産及び損益に及ぼす影響については、現

時点では合理的に算定することが困難でありますが、固定資産除却に伴う損失、復旧等に係

る原状回復費及び商品の廃棄損等の発生が見込まれます。
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個別注記表

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

 ① 子会社及び関連会社株式

移動平均法による原価法

 ② その他有価証券

  時価のあるもの　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

  時価のないもの　　　移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

 ① 商品及び製品

小売部門　　　　　　売価還元法による低価法

ただし、生鮮品は最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

小売部門以外　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）

 ② 原材料及び貯蔵品　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）　　　　　　　定率法

　ただし、営業店舗以外の建物（建物附属設備を除く。）は定額法によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）　　　　　　　定額法

(3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証額の取り決めがある場合は当該

残価保証額）とする定額法を採用しております。なお、リース取引開始日が平成20年５

月31日以前のリース取引については通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金　　　　　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づく当事業年

度負担額を計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額 20,066百万円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 260百万円

長期金銭債権 7,944百万円

短期金銭債務 106百万円

長期金銭債務 79百万円

３．保証債務

次の関係会社の金融機関からの借入金及び取引先からの仕入債務に対し債務保証を行って

おります。

㈱恵比寿天（借入債務） 1,113百万円

㈱西源（借入債務） 848百万円

オリーブ水産㈱（仕入債務） 5百万円

瀬戸内メイプルファーム㈱（仕入債務） 2百万円

　計 1,970百万円

（損益計算書関係）

　関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 895百万円

仕入高 900百万円

その他の営業取引 670百万円

営業取引以外の取引による取引高 196百万円

（株主資本等変動計算書関係）

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 389,459株 103株 －株 389,562株

　（注）当事業年度増加株式数は、単元未満株式の買取りによる取得であります。
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（税効果会計関係）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 111百万円

未払事業税 74百万円

未払金 11百万円

商品及び製品 68百万円

減価償却費 1,478百万円

借地権 254百万円

土地 27百万円

貸倒引当金 279百万円

資産除去債務 536百万円

その他 67百万円

繰延税金資産小計 2,909百万円

評価性引当額 △302百万円

繰延税金資産合計 2,607百万円

繰延税金負債

資産除去債務に係る除去費用 △244百万円

その他有価証券評価差額金 △12百万円

固定資産圧縮積立金 △26百万円

繰延税金負債合計 △284百万円

繰延税金資産の純額 2,322百万円

繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 280百万円

固定資産－繰延税金資産 2,041百万円
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（リース取引関係）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

建物、土地(注) 1,383百万円 856百万円 526百万円

合計 1,383百万円 856百万円 526百万円

（注）不動産に係るリース取引については、建物と土地を一体として判定しております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内　　　　　　　　　　    　 　73百万円

１年超　　　　　　　　　　    　　543百万円

合計　　　　　　　　　　  　    617百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料　　　　　　　　　     89百万円

減価償却費相当額　　　　　　　　   69百万円

支払利息相当額　　　　　　　　     17百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内　　　　　　　　　　      1,521百万円

１年超　　　　　　　　　　      9,455百万円

合計　　　　　　　　　　     10,977百万円
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（関連当事者取引関係）

１．子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等
の所有(被
所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

子会社

㈱西源 100％ 債務保証関係 債 務 保 証 848 － －

㈱恵比寿天 100％ 不動産賃借等

不動産賃借
144

流 動 資 産
「その他」

59

建設協力金 1,283

23 差入保証金 242

利息の受取 14 － －

債 務 保 証 1,113 － －

瀬戸内メイプ
ルファーム㈱

100％ 資金貸借関係

資金の貸付 780 長期貸付金 3,080

利息の受取 3 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)１.資金の貸付及び不動産賃借に係る取引金額は、当事業年度における純増減額（△は純減

少額）によっております。

２.資金の貸付については、担保は受け入れておりません。

３.資金の貸付金利については、市場金利を勘案して決定しております。

４.㈱西源の銀行借入につき債務保証を行ったものであり、保証料は受領しておりません。

５.建設協力金は返済期間20～30年、毎月賃料との相殺返済としております。

６.㈱恵比寿天の銀行借入につき債務保証を行ったものであり、保証料は受領しておりませ

ん。

７.子会社への長期貸付金及び建設協力金等に対し、862百万円の貸倒引当金を計上してお

ります。また、当事業年度において113百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。
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２．役員及び個人主要株主等

種 類
会 社 等 の
名 称
又 は 氏 名

所 在 地
資本金又は
出 資 金
(百 万 円 )

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の所有
（被所有）割
合 （ ％ ）

関連当事者と
の 関 係

取 引 の
内 容

取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

役 員 大 賀 昭 司 － － － （4 2 . 2％）
当社代表取
締 役 社 長

不動産賃借
被 保 証

－ － －

役員及びそ
の近親者が
理事の過半
数を占める
財 団 法 人

一般財団法人大
黒 天 奨 学 財 団

岡山県
倉敷市

－ (注)２ － － 寄 付 37 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)１.当社代表取締役社長大賀昭司より一部の店舗賃借契約について保証を受けております。

なお、保証料の支払いは行っておりません。

２.当該財団の活動目的は、学生及び生徒のうち経済的支援を必要とする優れた人材に対し

て、奨学金を支給することにより、社会に有用な人材を育成することを目的としており

ます。

３.財団への寄付金拠出額については、取締役会の承認に基づき決定しております。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額 2,426円52銭

２．１株当たり当期純利益 278円84銭

（重要な後発事象）

　連結注記表の「重要な後発事象」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しておりま

す。
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